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第１章 計画の概要 

１．計画策定の趣旨 

 我が国の自殺対策は、平成１８年の自殺対策基本法の制定により、「個人の問題」と

してとらえがちであった自殺は広く「社会の問題」として認識されるようになり、国を挙

げての自殺対策が推進されました。 

平成２８年に自殺対策基本法が改正され、すべての自治体に自殺対策計画の策定

が義務付けられ、山辺町でも、令和元年度に町の自殺対策計画を策定しました。「生

きることの包括的な支援」として地域全体で自殺対策に取り組み、「誰も自殺に追い

込まれることのない山辺町」の実現を目指してきました。様々な取り組みの成果もあ

り、県・国よりも高かった山辺町の自殺死亡率は、平成２９年から令和３年の平均が

18.8と減少しています。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により社会的に孤立する人の増加が指

摘され、山辺町では令和３年において自殺者が増加しました。これを受け、これまで

の対策に加え、女性、子ども・若者への対策のさらなる強化などが見直された自殺総

合対策大綱と、いのち支える山形県自殺対策計画（第２期）を踏まえ、山辺町自殺対

策計画（第２次）（以下「本計画」という。）を策定しました。 

 

２．計画の位置づけ 

 本計画は、自殺対策基本法第13条第2項に定める「市町村自殺対策計画」であり、

国の定める自殺総合対策大綱および町の実情を踏まえた自殺対策を推進するため

に策定するものです。 

また「いのち支える山形県自殺対策計画（第２期）」や「第５次山辺町総合計画」など

の関連計画と整合性を図ります。 

 

３．計画の期間 

 令和 7年度から令和１１年度までの 5年間とします。 

 

４．計画の数値目標 

「自殺総合対策大綱」「いのち支える山形県自殺対策計画」では、当面の目標とし

て令和 8 年度までに自殺死亡率を平成 27 年と比べて 30％以上減少させることと

しています。 
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これを踏まえて、当町の第１期計画の数値目標は平成２５年から平成２９年の平均

値である３．８人を用い、令和６年度までに３．０人以下とする目標を設定し、また、最

終数値目標として令和８年度までに３０％減少の２．７人以下としていました。 

これに対し、平成２９年から令和３年の自殺者数の平均値は２．６人であり、この時

点で自殺者数は目標値を下回っています。 

 これらの状況を踏まえ、計画最終年度となる令和１１年度の目標を山形県計画の目

標値に合わせ、自殺者数を２．１人と定め、引き続き自殺対策の取組みを推進してい

きます。 

 

 

現状値：厚生労働省「人口動態統計」 

 

  

基準 現状 目標値

令和元年度
（H25～H29平均）

令和５年
（H29年～R3平均）

令和１１年
（R４～Ｒ８平均）

自殺者数 2.7人以下 2.6人 2.1人
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第２章 山辺町の現状 

１．自殺数者の推移 

山辺町の自殺者数（総数・性別）を年次推移でみると本町の自殺者数は年毎に増

減がありますが、男性が女性を上回っています。 

 

表１ 山辺町の自殺者数（総数・性別）の年次推移          

 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 

 

山辺町の自殺者数の平成29年～令和3年の合計は１３人で、１年間の平均は２．６

人となっています。 

 

表２ 山辺町の自殺者数の平均 

 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 

 

２．自殺死亡率の状況 

 令和５年山形県・全国の自殺死亡率を見ると、山形県の自殺死亡率は全国に比べ

て低い状況にあります。 

 

表３ 令和５年 山形県・全国の自殺死亡率（人口１０万人あたり） 

 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 

 

 

 

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 総数

男性（人） 1 1 5 3 3 1 1 1 1 4 21

女性（人） 0 2 1 0 1 2 0 1 1 1 9

総数（人） 1 3 6 3 4 3 1 2 2 5 30

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 合計 平均

自殺者数（人） 3 1 2 2 5 13 2.6

山形県 全国

自殺死亡率 15.3 17.4
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３．「地域自殺実態プロファイル２０２３」における山辺町の主な特徴 

いのち支える自殺対策推進センターが作成した「地域自殺実態プロファイル２０２

３」では、過去５年間の自殺者を性別・年代別・就業の有無別・同居人の有無別で区

分し、本町の主な自殺の特徴として表 4以降のとおり示しています。 

 

山辺町の主な自殺の特徴（平成３０年～令和４年合計）を見ると、男性６０歳以上無

職独居、男性２０～３９歳有職同居、男性４０～５９歳有職同居が同割合で多くなって

います。 

 

表４ 山辺町の主な自殺の特徴（平成３０年～令和４年合計） 

 
出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル２０２３」 

 

いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル２０２３」によると、

自殺の主な背景はうつ状態、失業、職場の人間関係、過労、生活苦等が挙げられて

います。 

 

【背景にある主な自殺の危機経路の一般例】 

〇失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将来生活への悲観→自殺 

〇職場の人間関係/仕事の悩み（ブラック企業）→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

〇配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

〇離婚の悩み→非正規雇用→生活苦＋子育ての悩み→うつ状態→自殺 

〇失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋身体疾患→自殺 

（「地域自殺実態プロファイル２０２３」より引用） 

 

山辺町・全国の性別・年代別の自殺者割合(※)（平成３０年～令和４年）を見ると、

男性では３０歳代、５０歳代、８０歳以上の割合が全国に比べて高くなっており、特に８

０歳以上の割合が１番高くなっています。女性では、３０歳代の割合が高くなっていま

す。 

男性60歳以上 無職独居 25.0

男性20～39歳 有職同居 25.0

男性40～59歳 有職同居 25.0

4位 女性20～39歳 有職同居 12.5

5位 男性60歳以上 無職同居 12.5

割合（％）上位５区分

1位
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表５‐１ 山辺町・全国の性別・年代別の自殺者割合（平成３０年～令和４年合計） 

 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル２０２３」 

※ 自殺者割合：全自殺者に占める割合を示す 

 

職業別の自殺者の内訳（平成３０年～令和４年合計）を見ると、有職者の割合が無

職者を上回っています。 

 

表６ 職業別の自殺の内訳（平成３０年～令和４年合計） 

 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル２０２３」 

  

  

職業 山辺町（％） 全国（％）

有職 62.5 38.7

無職 37.5 61.3

合計 100 100
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年齢別自殺者割合（平成３０年～令和4年合計）を見ると、２０歳未満０％、２０歳代

～３０歳代で３７．５％、４０歳代～５０歳代で２５％、６０歳以上では３７．５％となって

います。 

表７‐１ 山辺町の年齢別自殺者割合（平成３０年～令和４年合計） 

 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2023」 

 

令和３年の山辺町の死亡数、死亡分類を見ると悪性新生物、老衰、心疾患の順で

多く、自殺による死亡は８番目となっています。 

表７‐２ 令和３年 山辺町の死亡数、死亡分類 

 

出典：山形県保健福祉部「保健福祉統計年報」  

  

年齢階級 割合（％）

20歳未満 0

20歳代～30歳代 37.5

40歳代～50歳代 25

60歳以上 37.5

合計 100

1 悪性新生物 45

2 老衰 32

3 心疾患（高血圧性除く） 29

4 脳血管疾患 14

肺炎 9

アルツハイマー病 9

その他の呼吸器系の疾患 9

自殺 5

腎不全 5

順位 死因 件数（人）

5

8
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４．原因・動機別自殺者数 

令和４年原因・動機別自殺者数を見ると、全国、山形県ともに健康問題が最も多い

ことが分かります。次いで山形県では経済・生活問題、家庭問題と、全国と順位の違

いはありますが、山形県、全国共に健康問題、家庭問題、経済・生活問題が高い状況

にあります。 

表８ 令和４年 原因・動機別自殺者数 

 
出典：警視庁「自殺統計」 

 

 

  

山形県（人） 全国（人）

1 健康問題 115 12,703

2 家庭問題 36 4,743

3 経済・生活問題 43 4,656

4 勤務問題 33 2,956

5 交際問題 8 823

6 学校問題 3 578

7 その他 10 1,725
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第3章 第1期計画の取組みと評価 

１．取組状況 

令和２年度を始期とする第１期計画においては、下記のとおり、５つの基本施策と、

３つの重点施策を柱に、具体的な取組みを進めてきました。庁内や関係機関等で取

組んだ自殺対策について直近の令和５年度実績は以下のとおりです。 

 

 

 

実施内容

【基本施策１】　生きることの包括的な支援として推進

・保健福祉センターにおいて「心の健康相談」実施、保健師が随時対応

・相談内容に応じた窓口の紹介実施

・医療、保健、福祉の関係機関と連携した個別支援の実施

・山形県精神保健福祉センターが行っている自死遺族支援について広報掲載

【基本施策２】　気づき見守る人材の育成

・ゲートキーパー養成講座の実施

・相談支援担当者の資質向上のため県等が主催する研修会等への参加

・広報紙により、ゲートキーパーについての周知実施

【基本施策３】　町民への啓発と周知

・自殺予防週間（9月）と山形県自殺対策推進月間・自殺対策強化月間（3月）に合わせ
て、広報紙により啓発実施

・広報紙や、役場・保健福祉センター及び各地区公民館へのチラシ設置により相談窓口の
周知実施

【基本施策４】　地域におけるネットワークの強化

・県等が主催する会議や検討会への参加

・個別支援が必要な妊婦等について、産科医療機関と連携した支援実施

・助産師個別相談、産後ケア事業の実施

・要保護児童対策協議会の実施

・東南村山地域生活自立支援センターと連携し、生活困窮者等への個別支援実施
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２．評価指標の達成状況 

《評価指標計画の期間：令和2年度から令和6年度まで》 

 

実施内容

【基本施策５】　子ども・若者への支援

・子どもの養育問題を抱える家庭について個別支援実施

・民生委員・児童委員による訪問、見守り活動実施

・地域食堂の実施

・小中学校で「いのち」の教育実施

・町の教育相談員やスクールカウンセラーとの面談等による支援の実施

・県が実施しているLINE相談や24時間対応の電話相談窓口等の周知

・引きこもり等への相談支援実施

【重点施策１】高齢者の自殺対策

・ゲートキーパー養成講座の実施

・高齢者世帯への訪問等を通した本人と世帯の生活や健康状態の把握

・乳酸飲料配布や民生委員の訪問による見守り活動の実施

・いきいき教室や100歳体操等、身近に集える場の開催支援

【重点施策２】生活困窮者の自殺対策

・東南村山地域生活自立支援センターを中心とした、生活困窮者の把握と支援の実施

【重点施策３】勤務・経営問題による自殺対策

・広報紙等による相談機関等の周知

目標値

令和6（2024）年度

広報紙やホームページによる啓発 2回以上/年 2回以上/年　継続実施

町民向けの講演会等の開催 1回以上/年 未開催

評価項目

1回以上/年ゲートキーパーに関する講座の開催
令和4年度：1回
令和6年度：3回

現状
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第４章 山辺町における自殺対策の基本理念 

 

 

 

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護

疲れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因があることが知られています。 

しかし、いずれの場合においても、自殺は、追い込まれた末の死です。このため、

自殺対策は、「対人支援」「地域連携」「社会制度」を連動させながら、社会における

「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自

殺に対する保護要因）」を増やすことを通じて、総合的に推進することが大切です。  

自殺対策の本質が、生きることの支援にあることを踏まえ、基本理念として「誰も

が健やかでいきいきと暮らせる山辺町」の実現を設定します。 

 

  

基本理念 

「誰もが健やかでいきいきと暮らせる山辺町」の実現 
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第５章 自殺対策の具体的な取組み 

自殺対策基本法、自殺総合対策大綱、いのち支える山形県自殺対策計画（第２

期）及び山辺町の自殺の現状を踏まえ、次の 5つを基本施策として推進を図りま

す。 

また、山辺町の自殺の現状及び地域自殺実態プロファイル２０２３において重点

課題として推奨されている「高齢者」「生活困窮者」「子ども・若者」「勤務・経営」に

ついて優先的に推進していきます。 

 

 

  

【基本施策１】人との「つながり」を実感し、いきいきと暮らせる地域づくりの推進 

【基本施策２】自殺対策を支える人材の育成 

【基本施策３】町民への啓発と周知 

【基本施策４】地域におけるネットワークの強化 

【基本施策５】児童生徒の自殺予防に向けた心の教育等の推進 

 

【重点施策１】高齢者の自殺対策 

【重点施策２】生活困窮者の自殺対策 

【重点施策３】子ども・若者の自殺対策 

【重点施策４】勤務・経営問題による自殺対策 
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１．基本施策について 

【基本施策１】人との「つながり」を実感し、いきいきと暮らせる地域づくりの推進 

 

自殺対策は、過労や生活困窮、育児や介護疲れなどの「生きることの阻害要因」を

減らす取り組みに加え、自己肯定感や信頼できる人間関係など「生きることの促進要

因」を増やす取り組みを行うことにより、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で

推進していく必要があります。併せて、居場所づくり等、地域における活動を推進し、

孤立解消に向けた支援を推進していきます。 

また、「自殺未遂者支援」についても県の専門相談等の紹介等情報提供に取組み

ます。 

 

  

取組み 内容 担当課等

相談内容に応じた窓口の

紹介

自殺リスクを抱える人が必要な支援につな

がることができるよう、相談内容に応じた

窓口の紹介を行います。

全庁

関係機関

精神疾患を抱える人の支

援における連携の強化

精神疾患を抱える人が、適切な精神科医療

につながり、安心して地域で生活ができる

よう、医療・保健・福祉等それぞれが役割

を担い、連携を強化します。

保健福祉課

目的に応じた居場所づく

りの活動支援

地域食堂等の活動を支援し、事業の周知を

図ります。

保健福祉課

社会福祉協議会

教育委員会

自殺未遂者及びその家族

の支援に係る関係機関の

連携

自殺未遂者の退院後の生活支援等につい

て、家族や関係機関によるケース検討会を

開催するなど、連携した支援を行います。

保健福祉課

自死遺族相談等について

の周知への協力

県が実施する自死遺族等に対する個別相

談、自死遺族の集い等の周知を図ります。
保健福祉課

ひきこもり者への支援

ひきこもり者、またその家族からの相談に

対応し、必要に応じ関係機関へ紹介を行い

ます。

保健福祉課
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【基本施策２】自殺対策を支える人材の育成 

 

自殺は様々な要因が複雑に関係するため、地域における幅広い分野・窓口等で、

普段から自殺予防の視点を持ち、自殺の危険を示すサインに気づいて適切な支援に

つなげることが大切です。このため、相談等に対応する職員等の資質向上に加え、身

近で悩んでいる人のサインに気づき、声をかけ、話を聴いて、必要な支援につなげ、

見守ることができるゲートキーパーの養成が重要となります。 

 

 

 

〇ゲートキーパーとは？ 

ゲートキーパーとは、悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聴いて、必

要な支援につなげ、見守る人のことです。 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「ゲートキーパー手帳」 

 

 

取組み 内容 担当課等

【町民を対象とした研修】

身近な人の不調の気づきやつなぎ役を担える

町民が増えるよう、関係機関と連携してゲー

トキーパー養成講座を実施します。

【関係団体を対象とした研修】

相談支援に関わる職種の方や、悩みを抱えて

いる人を適切な支援につなぐことに携わる方

を対象に、ゲートキーパー養成講座を開催し

ます。

相談対応職員の資質向

上

各分野における相談支援担当者は、県等で開

催する各種研修会や会議に積極的に参加し、

資質向上に努め、連携と対策の強化を図りま

す。

全庁

ゲートキーパー養成講

座の開催
保健福祉課

早めに専門家に
相談するよう促す

温かく寄り添いながら、
じっくりと見守る

気づき

家族や仲間の変化に
気づいて、声をかける

傾聴

本人の気持ちを
尊重し、耳を傾ける

見守りつなぎ
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【基本施策３】町民への啓発と周知 

 

自殺は様々な原因が絡み合って起こるもので、誰にでも起こり得ることです。しか

しながら自殺に追い込まれた人の心情や背景は理解されにくい現状があります。そう

した心情や背景への理解を深めるとともに、命や暮らしの危機に陥らないための情報

提供や、苦しいときや困ったときには誰かに援助を求めることについて、様々な機会

を通して広く啓発していくことが重要です。 

 

  

取組み 内容 担当課等

現状や対策に関する町民

の理解の促進

自殺予防週間（9月）と山形県自殺対策推進

月間・自殺対策強化月間（3月）に合わせ

て、各種広報媒体により自殺対策の情報を発

信し、施策の周知と理解普及を図ります。

保健福祉課

「山形いのちの電話」等の電話相談、「ここ

ろの健康相談＠山形」等のLINE相談等、

困った方が困った時に利用できるよう各種相

談窓口の情報発信に努めます。

保健福祉課

公共機関等において相談窓口チラシやリーフ

レット等の配布を行い、自殺予防とメンタル

ヘルスの啓発を行います。

保健福祉課

相談窓口などの情報発信

強化
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【基本施策４】地域におけるネットワークの強化 

 

自殺の多くは、家庭や学校、職場の問題、健康問題などの様々な要因が関係して

いるものであり、それらに適切に対応するためには、地域の多様な関係者が連携、協

力して実効性ある施策を推進していくことが大変重要となります。 

このため、自殺対策に係る相談支援機関等の連携を図り、ネットワークの強化を進め

ます。 

 

  

取組み 内容 担当課等

庁舎内における連携・見

守り体制の強化

各種窓口対応や相談業務、見守り等にお

いて支援の必要性が感じられた場合に、必

要な支援につなげられるように関係部門と

連携します。

全庁

検討会や会議への参加

各分野における相談支援担当者は、県等で

開催する各種検討会や会議に積極的に参加

し、連携と対策の強化を図ります。

保健福祉課

関係機関

要保護児童対策協議会に

おける情報共有

要保護児童の適切な保護を図るため、関係

機関代表者および担当者による会議を開催

し、連携して支援を行います。

保健福祉課

教育委員会

妊産婦への切れ目ない支

援

個別支援が必要な妊産婦等について、産科

医療機関と情報共有し、妊娠期から産後ま

で切れ目ない支援を行います。

保健福祉課

生活保護事業・生活困窮

者自立支援事業との連携

自殺対策と生活困窮者に対する各種事業と

の連携を強化し、生きることの困難感や課

題を抱えた町民に対して、関係機関が連携

して支援を行います。

保健福祉課

社会福祉協議会
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【基本施策５】児童生徒の自殺予防に向けた心の教育等の推進 

 

児童生徒が命の大切さを実感できる教育だけでなく、困難に直面したとき、誰にど

うやって助けを求めればよいかの具体的かつ実践的な方法を学ぶと同時に、つらい

時や苦しい時には助けを求めてもよいということを学ぶ教育（SOSの出し方教育）を

行うことにより、直面する問題に対処する力やライフスキルを身に付けることができる

よう取り組みます。 

また、周囲の大人が子どもの変化に気づける体制づくりや SOSを受け止め、寄り

添うことができるよう取り組みます。 

 
  

取組み 内容 担当課等

SOSの出し方に関する教

育

町内小中学校の児童生徒に対し、学校・教

育委員会・町が連携して SOS の出し方に

関する教育を実施します。

保健福祉課

教育委員会

町内小中学校

いのちの教育

町内の小中学校において、いのちの教育を

継続実施し、自己肯定感を高められる支援

を行います。

教育委員会

町内小中学校

いじめ対策事業
いじめの早期発見、即時対応、継続的ない

じめ防止に努めます。

教育委員会

町内小中学校

教育相談やスクールカウ

ンセラーによる支援

児童・生徒の心の悩みや保護者が抱える不

安について、町の教育相談員やスクールカ

ウンセラーとの面談等により、課題や悩み

を解決するためのアドバイスや、子どもた

ちの自立への援助を行います。

教育委員会

町内小中学校

多様な相談等の周知強化

これまでの各種相談窓口に加え、県や各種

相談機関が実施するLINEやSNS相談等の周

知を行い、児童生徒が困った時に利用しや

すいよう、周知の強化を図ります。

保健福祉課

教育委員会

町内小中学校

人権啓発事業

町内小中学校の児童生徒に対し、人権擁護

委員による人権啓発活動を実施し、互いを

認め合う心の醸成を通していじめ防止の啓

発を行います。

総務課

町内小中学校
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２．重点施策について 

いのち支える山形県自殺対策計画（第２期）、当町の自殺の現状及び地域自殺

実態プロファイル２０２３を踏まえ、以下の４つを「重点施策」とすることを提案いたし

ます。 

 

【重点施策１】高齢者の自殺対策 

高齢者は、加齢に伴う体力の低下などの身体的要因や活動意欲の低下などの

心理的要因、人とのかかわりなどの社会・環境要因等により、閉じこもりや抑うつ状

態になりやすく、孤立・孤独に陥りやすいという特有の課題を抱えており、地域包括

ケアシステム等の施策と連動した事業や孤立・孤独を防ぐための取組が重要となり

ます。今後、さらに一人暮らし高齢者や高齢者世帯、認知症高齢者の増加が見込

まれることから、孤立防止や介護者への支援の充実など、高齢者の自殺対策の更

なる推進が必要となります。 

 

 

① 地域での気づきと見守り体制の強化 

② 介護問題を抱える家族の包括的支援体制の強化 

③ 身近に集える場の拡充による孤立の予防と生きがいづくり支援 

④ 相談や訪問等を通した本人と世帯の生活や健康状態の把握 

⑤ 健康教室等での啓発活動 

 

 

 

【重点施策２】生活困窮者の自殺対策 

生活困窮の背景には、多重債務や労働問題、精神疾患、虐待、ＤＶ、介護等の多様

な問題が複合的にかかわっていることが多く、自殺リスクが高いと考えられていま

す。生活困窮者自立支援法による自立支援相談事業と連動した包括的な支援に取

組みます。 

 

 

① 東南村山地域生活自立支援センターをはじめとした多分野多機関の相談支

援とネットワークの充実 

② 関係機関と連携した生活困窮者の把握と支援の実施 
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【重点施策３】子ども・若者の自殺対策 

全国では、コロナ禍前から児童生徒や学生等の自殺は増加傾向にありますが、特

に令和２年は中学生、高校生とも大きく増加しました。本町では、平成３０年から令和

４年までの自殺者のうち、２０歳以下の方はおりませんでしたが、20～３０歳代の割合

が３７．５％でありました。 

若者が様々な困難やストレスに直面した際、一人で抱え込まず、仲間や頼れる大

人、専門機関等に気軽に相談できる体制づくりに取り組みます。また、コロナ禍の影

響を大きく受けたとされる子ども・若者等には、ライフステージに応じた対策として、児

童生徒の自殺予防に向けた心の教育や居場所づくり等の支援を充実します。 

 

① 心の教育等の推進（ＳＯＳの出し方等教育、いじめ防止対策） 

② 居場所づくり活動への支援（地域食堂等） 

③ ひきこもり者への支援 

④ 子どもや若者が利用しやすいLINE等のＳＮＳによる相談窓口の周知 

⑤ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用促進 

⑥ 地域での見守り体制の強化 

 

 

【重点施策４】勤務・経営問題による自殺対策 

本町では、平成３０年から令和４年までの自殺者のうち、有職者の割合は６２．５％

でした。働き盛り世代は、心理的、社会的にも負担を抱えることが多く、また過労、失

業、病気等により心の健康を損ないやすいとされており、こうした人々が安心して生

きられるようにするために、精神保健的な視点とともに、社会・経済的な視点を含む

包括的な取組が重要です。 

勤務・経営問題による自殺対策は、勤務環境や労働環境の多様化に対応できる

よう、単に職域、各事業所での対策だけでなく、行政や地域の業界団体の役割が

重要であり、自殺の原因となりうる様々なストレスの低減に向け、ワーク・ライフ・バ

ランスや健康経営の推進といった職場の環境改善の取組みと、ストレスへの適切な

対応のためのメンタルヘルス対策を働きかけていきます。 

また、本人が早期に適切な保健医療福祉サービスが受けられるよう支援体制の

充実を図ります。 

 

① セルフケアに関する情報提供の実施 

② ＬＩＮＥ相談の利用促進など、相談窓口の周知啓発の強化 

③ 有職者向けメンタルヘルスサイトの周知・利用の啓発 
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３．関連指標 

本計画の主な評価指標を次表のとおりとし、各年度、取り組み状況等をまとめ、そ

の進捗状況を必要に応じて関係機関に報告します。また、庁舎内で横断的に意見交

換を実施して検証・評価、協議を行い、ＰＤＣＡサイクルにより計画を推進していきま

す。 

《評価指標計画の期間：令和７年度から令和１１年度まで》 

 

 

  

広報紙やホームページによる啓発 2回以上/年
2回以上/年
継続実施

SOSの出し方教育 ― 町内全小中学校で実施

評価項目 目標値

ゲートキーパーに関する講座の開催 ３回 １回以上/年

現状
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２．山辺町自殺対策計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 自殺対策基本法（平成１８年法律第８５号）第１３条第２項に基づき、自殺対策

についての計画（以下「山辺町自殺対策計画」という。）の策定について検討を行う

ため、山辺町自殺対策計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）山辺町自殺対策計画の策定に関すること。 

（２）その他自殺対策推進に関し、必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１）保健、医療及び福祉関係者 

（２）教育関係者 

（３）その他、町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は第２条に規定する所掌事務が完了するときまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聞き、又は説

明を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、保健福祉課において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が委員会に諮り定める。 

附 則 

この要綱は、令和元年９月１７日から施行する。 

  



 

 

山辺町自殺対策計画（第２次） 

（令和７年３月） 

 

山辺町保健福祉課 


